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川崎医療短期大学利益相反マネジメントポリシー 

 

 

１．目的 

川崎医療短期大学（以下、「本学」）は、医療福祉の専門家になるための人材の教育・育成、学術研

究及びそれらに係る研究成果と知識を社会に還元し、医療福祉の発展に寄与することを使命とする。 

これらの社会的貢献活動を積極的かつ円滑に推進するため、本学は他の教育研究機関、学外の団体・

施設及び企業等（以下、「他機関等」）と連携し協力を得る必要がある。また、本学の教員及び職員

（以下、「教職員」）が本来の目的を逸脱しその責務をおろそかにすること、あるいは公共の利益を損

ない社会的批判を受けることがないよう、その活動や成果には高い透明性が求められる。 

本学は、教職員が利益相反について正しい認識のもとに社会的貢献活動を行い、本学の社会的信頼を

維持・推進していくことのできる環境を整えることを目的とし、本ポリシーを制定する。（平成22年

12月14日制定） 

 

２．利益相反の定義 

  本ポリシーにおいて利益相反を以下のように定義する。 

(1) 広義の利益相反    

    狭義の利益相反と責務相反の双方を含んだものをいう。 

(2) 狭義の利益相反 

教職員又は大学が産学官連携活動を含む社会貢献活動に伴って得る利益（実施料収入、未公

開株式等）と、教育・研究という大学における責任が衝突・相反している状況をいう。 

  ① 個人としての利益相反 

教職員個人が得る利益と、教職員個人の大学における責任とが相反している状態をいう。 

② 大学（組織）としての利益相反 

     大学組織が得る利益と、大学組織の社会的責任とが相反している状態をいう。 

(3) 責務相反 

     大学における職務遂行の責任と、企業等に対する職務遂行責任が両立しえない状態をいう。 

 

３．利益相反の基本方針 

(1) 本学は、社会貢献活動を公正かつ効果的に推進するために、利益相反の防止、回避、解決のため

の環境及び体制を整備する。 

(2) 教職員は社会貢献活動に参画する上で、利益相反により弊害が生じないよう行動することを責務

とする。 

(3) 本学は利益相反マネジメントに関して、適正に情報公開を行い、透明性を確保するとともに、説

明責任を果たす。  

 

４．対象者 

  本学の教職員（非常勤の者を除く） 

 

５．対象の範囲 

 (1) 技術指導等を行った場合 
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 (2) 職務に関連し、学外から報酬、株式保有等の経済的利益を有する場合 

 (3) 企業等に本学の教職員が自らの発明等を技術移転等する場合 

 (4) 共同研究や受託研究に参加する場合 

 (5) 外部から寄附金・設備・物品の供与を受ける場合 

 (6) (1)～(5)の相手方等何らかの便益を供与される者に対して、施設・設備の利用を提供する場合 

 (7) (1)～(5)の相手方等何らかの便益を供与される者から物品を購入する場合 

 (8) その他研究活動に関し、社会通念上不相当と思われる何らかの便益を供与され、又は供与が想定

される場合 

 

６．判断基準 

(1) 本学の職務に対して教職員の個人的な利益を優先させていると判断される場合 

(2) 個人的な利益があるなしに係わらず、本学以外の外部活動を優先させていると判断される場合 

(3) 教職員が本学の職務よりも本学以外の外部活動を優先させることによって、学生に対する教育面

での支障が生じていると判断される場合 

 

７．利益相反マネジメント体制 

(1) 利益相反マネジメントに関する重要事項を審議するため、利益相反マネジメント委員会を設置す

る。 

(2) 適正な利益相反管理のため、責任体制を確立する。 

 

附 則 

このポリシーは、平成22年12月14日から施行する。 

附 則 

このポリシーは、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

このポリシーは、令和５年４月１日から施行する。 


